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(57)【要約】
【課題】極めて微細な水不溶性色材の微粒子を含有し、しかもその凝集を抑制して長期に
わたり安定な微粒子の分散状態を維持する分散体を提供する。また、上記の高い分散安定
性を高濃度の再分散液としたきにも示し、保存安定性が高く長時間の貯蔵が可能であり、
吐出性及び透明性が高い記録液を提供する。さらにまた、上記記録液を用いた、精度の高
い画像形成を可能とする画像形成方法及び画像形成装置を提供する。
【解決手段】水不溶性色材の微粒子と、カチオン性基及び酸基を有する高分子分散剤と、
水性媒体と、相間移動塩基又は無機塩基とを含有する水不溶性色材分散体。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水不溶性色材の微粒子と、カチオン性基及び酸基を有する高分子分散剤と、水性媒体と
、相間移動塩基とを含有することを特徴とする水不溶性色材分散体。
【請求項２】
　前記相間移動塩基が下記一般式（Ｉ）または（ＩＩ）で表される塩基であることを特徴
とする請求項１に記載の水不溶性色材分散体。
【化１】

（式中、Ｒ１～Ｒ５は、炭素原子数１～１０のアルキル基、アルコキシ基、アリール基、
またはアルキルアリール基である。ｋは１～４の整数である。）
【請求項３】
　前記高分子分散剤の前記カチオン性基を含む繰り返し単位が下記一般式（１）または（
２）で表されることを特徴とする請求項１または２に記載の水不溶性色材分散体。
【化２】

（一般式（１）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。）
（一般式（２）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１、Ｊ、およびＷ
はそれぞれ一般式（１）におけるＲ１、Ｊ、およびＷと同じ意味を表す。）
【請求項４】
　前記高分子分散剤が一般式（３）または（４）で表される繰り返し単位を有する化合物
であることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
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【化３】

（一般式（３）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。Ｒ１０３は水素
原子または置換基を表す。ｍおよびｎは繰り返し単位の質量組成比を表す。）
（一般式（４）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１０３、Ｒ１、Ｊ
、Ｗ、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）におけるＲ１０３、Ｒ１、Ｊ、Ｗ、ｍ、およ
びｎと同じ意味を表す。）
【請求項５】
　前記一般式（３）が下記一般式（５）または（６）で表されることを特徴とする請求項
４に記載の水不溶性色材分散体。

【化４】

（一般式（５）において、Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基、
アリール基、またはアラルキル基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基
、エーテル基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリ
ーレン基を表す。Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）における
Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎと同じ意味である。）
（一般式（６）において、Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水
素原子、置換または非置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロア
リール基を表す。Ｒ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎはそれぞれ
一般式（５）におけるＲ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎと同じ
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意味である。）
【請求項６】
　前記高分子分散剤が、下記一般式（７）、一般式（８）、または一般式（９）で表され
る繰り返し単位を有する高分子化合物であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１
項に記載の水不溶性色材分散体。
【化５】

（一般式（７）中、Ｒ１０１～Ｒ１０３はそれぞれ水素原子またはメチル基を表す。Ｒ１

０４～Ｒ１０８は、水素原子、置換もしくは非置換の、アルキル基、アルコキシ基、ハロ
ゲン基、ヒドロキシ基、チオアルコキシ基、エステル基、アミド基、ケトン基、シアノ基
、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。このときＲ１０４～Ｒ１０８は互いに結
合して環を形成してもよい。Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基
、アリール基、またはアラルキル基を表す。ｌ、ｍ、及びｎはそれぞれ繰り返し単位の質
量組成比を表し、ｌ＋ｍ＋ｎ＝１００となる。Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うア
ニオン基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基、エーテル基、カルボニ
ル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリーレン基を表す。）
（一般式（８）中、Ｒ１０１～Ｒ１１１、Ｘ－、及びＬ１は一般式（７）と同じ意味であ
る。Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水素原子、置換または非
置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。）
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（一般式（９）中、Ｒ１０１～Ｒ１０８、Ｌ１、およびＸ－は一般式（７）と同じ意味で
ある。Ｙは一般式（８）と同じ意味である。Ｒ１１２は、置換もしくは非置換の、アルキ
ル基、アリール基、またはアラルキル基を表す。）
【請求項７】
　前記高分子分散剤のカチオン性基として第四級アンモニウム基を有することを特徴とす
る請求項１～６のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
【請求項８】
　前記相間移動塩基に代え、あるいはこれと同時に無機塩基を含有することを特徴とする
請求項１～７のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体を製造する方法であって、
　有機溶剤に、水不溶性色材と、相間移動塩基または無機塩基と、カチオン性基及び酸基
を有する高分子分散剤とを共溶解させる工程、及び
　その溶解液を水性媒体と混合し、前記水不溶性色材の微粒子を生成させる工程を有する
ことを特徴とする水不溶性色材分散体の製造方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法により前記水不溶性色材分散体を製造し、該水不溶性色材分散体
と有機酸及び／又は無機酸とを混合し、前記水不溶性色材の微粒子の凝集物を得る工程、
及び
　前記凝集物と、水性媒体と、有機塩基又は無機塩基とを混合し前記微粒子の凝集を解き
再分散する工程を加えることを特徴とする水不溶性色材分散体の製造方法。
【請求項１１】
　前記水不溶性色材微粒子の動的光散乱測定による体積平均粒子径が１００ｎｍ以下であ
ることを特徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
【請求項１２】
　前記水不溶性色材微粒子の動的光散乱測定による体積平均粒子径が５０ｎｍ以下である
ことを特徴とする請求項１１に記載の水不溶性色材分散体。
【請求項１３】
　前記水不溶性色材が、キナクリドン有機顔料、ジケトピロロピロール有機顔料、及びモ
ノアゾイエロー有機顔料からなる群より選ばれる有機顔料であることを特徴とする請求項
１～８、１１及び１２のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
【請求項１４】
　請求項１～８、及び１１～１３のいずれか１項に記載の分散体を用いて作製される記録
液であって、前記水不溶性色材を、記録液全質量の０．１～１５質量％含むことを特徴と
する記録液。
【請求項１５】
　前記記録液がインクジェット用記録液である請求項１４に記載の記録液。
【請求項１６】
　請求項１４又は１５に記載の記録液を用いて記録液を媒体に付与することにより、画像
を記録する工程を有することを特徴とする画像形成方法。
【請求項１７】
　請求項１４又は１５に記載の記録液を用いて記録液を媒体に付与することにより、画像
を記録させるための手段を有することを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は水不溶性色材分散体及びこの製造方法、これを用いた記録液、画像形成方法、
及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　インクジェット記録方法は、高速記録が可能であり、描画パターンの自由度が高く、記
録時の騒音が少ない。また、低コストで画像記録が可能であり、さらにはカラー記録が容
易である等の利点がある。そのため今日においては急速に普及しさらに発展しつつある。
この記録液として従来、水溶性染料を水性媒体に溶解させた染料インクが広く用いられて
きた。しかし、染料インクは印刷物の耐水性や耐候性に劣るため、これを改善しうる顔料
インクが検討されている。
【０００３】
　ところで顔料インクは、通常水に不溶性の顔料を水性媒体に分散して得られる。そして
一般的には、ブレイクダウン法により顔料の粒子が作製される。すなわち、顔料および各
種界面活性剤や水溶性高分子などを分散剤として、それらを単独あるいは併用して水性溶
媒に添加し、サンドミル、ビーズミル、ボールミルなどの分散機を使用して粉砕し、顔料
粒子径を微細化する方法が採用されている（特許文献１、２参照）。また、着色力や耐候
性の向上を考慮し顔料を固溶体化することが提案されている（特許文献３参照）。
【０００４】
　これに対し、液相で顔料微粒子を生成させるビルドアップ法が検討されている。たとえ
ば、アルカリ存在下の非プロトン性有機溶媒中に、有機顔料と高分子分散剤、または分散
剤として高分子化合物を溶解させた後、この溶液と水とを混合させ顔料分散液を調製する
方法、またそこに用いられる所定の高分子化合物等の検討がなされている（特許文献４～
７参照）。しかしこれらの手法により作製された顔料分散液は、保存時に一次もしくは二
次粒子径の増大がおきやすく、十分な保存安定性があるとは言えず、さらなる保存安定性
の改良が望まれていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－５７０４４号公報
【特許文献２】特開２００６－３２８２６２号公報
【特許文献３】特開昭６０－３５０５５号公報
【特許文献４】特開２００３－２６９７２号公報
【特許文献５】特開２００４－４３７７６号公報
【特許文献６】特開２００６－３４２３１６号公報
【特許文献７】特開２００７－１１９５８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、極めて微細な水不溶性色材の微粒子を含有し、しかもその凝集を抑制して長
期にわたり安定な微粒子の分散状態を維持する分散体、およびこの製造方法の提供を目的
とする。また本発明は、上記の高い分散安定性を高濃度の再分散液としたきにも示し、保
存安定性が高く長期間の貯蔵が可能であり、吐出性及び透明性が高い記録液及びインクセ
ットの提供を目的とする。さらにまた、本発明は、上記記録液及びインクセットを用いた
印画物、精度の高い画像形成を可能とする画像形成方法及び画像形成装置の提供を目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは上記の課題点に鑑み、鋭意検討を行った結果、特定のカチオン性基と酸基
とを有する高分子分散剤と相間移動塩基または無機塩基とを水不溶性色材の微粒子と共存
させ、該微粒子がナノメートルサイズの極めて微細な状態であっても２次凝集を起こしに
くい良好な分散性と長期間にわたる保存安定性を両立できることを見出した。この知見に
基づき本発明はなされたものであり、すなわち上記の課題は以下の手段により達成される
。
【０００８】
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（１）水不溶性色材の微粒子と、カチオン性基及び酸基を有する高分子分散剤と、水性媒
体と、相間移動塩基とを含有することを特徴とする水不溶性色材分散体。
（２）前記相間移動塩基が下記一般式（Ｉ）または（ＩＩ）で表される塩基であることを
特徴とする（１）に記載の水不溶性色材分散体。
【化１】

（式中、Ｒ１～Ｒ５は、炭素原子数１～１０のアルキル基、アルコキシ基、アリール基、
またはアルキルアリール基である。ｋは１～４の整数である。）
（３）前記高分子分散剤の前記カチオン性基を含む繰り返し単位が下記一般式（１）また
は（２）で表されることを特徴とする（１）または（２）に記載の水不溶性色材分散体。

【化２】

（一般式（１）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。）
（一般式（２）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１、Ｊ、およびＷ
はそれぞれ一般式（１）におけるＲ１、Ｊ、およびＷと同じ意味を表す。）
（４）前記高分子分散剤が一般式（３）または（４）で表される繰り返し単位を有する化
合物であることを特徴とする（１）～（３）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体
。
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【化３】

（一般式（３）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。Ｒ１０３は水素
原子または置換基を表す。ｍおよびｎは繰り返し単位の質量組成比を表す。）
（一般式（４）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１０３、Ｒ１、Ｊ
、Ｗ、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）におけるＲ１０３、Ｒ１、Ｊ、Ｗ、ｍ、およ
びｎと同じ意味を表す。）
（５）前記一般式（３）が下記一般式（５）または（６）で表されることを特徴とする（
４）に記載の水不溶性色材分散体。

【化４】

（一般式（５）において、Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基、
アリール基、またはアラルキル基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基
、エーテル基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリ
ーレン基を表す。Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）における
Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎと同じ意味である。）
（一般式（６）において、Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水
素原子、置換または非置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロア
リール基を表す。Ｒ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎはそれぞれ
一般式（５）におけるＲ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎと同じ
意味である。）
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（６）前記高分子分散剤が、下記一般式（７）、一般式（８）、または一般式（９）で表
される繰り返し単位を有する高分子化合物であることを特徴とする（１）～（４）のいず
れか１項に記載の水不溶性色材分散体。
【化５】

（一般式（７）中、Ｒ１０１～Ｒ１０３はそれぞれ水素原子またはメチル基を表す。Ｒ１

０４～Ｒ１０８は、水素原子、置換もしくは非置換の、アルキル基、アルコキシ基、ハロ
ゲン基、ヒドロキシ基、チオアルコキシ基、エステル基、アミド基、ケトン基、シアノ基
、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。このときＲ１０４～Ｒ１０８は互いに結
合して環を形成してもよい。Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基
、アリール基、またはアラルキル基を表す。ｌ、ｍ、及びｎはそれぞれ繰り返し単位の質
量組成比を表し、ｌ＋ｍ＋ｎ＝１００となる。Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うア
ニオン基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基、エーテル基、カルボニ
ル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリーレン基を表す。）
（一般式（８）中、Ｒ１０１～Ｒ１１１、Ｘ－、及びＬ１は一般式（７）と同じ意味であ
る。Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水素原子、置換または非
置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。）
（一般式（９）中、Ｒ１０１～Ｒ１０８、Ｌ１、およびＸ－は一般式（７）と同じ意味で
ある。Ｙは一般式（８）と同じ意味である。Ｒ１１２は、置換もしくは非置換の、アルキ
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ル基、アリール基、またはアラルキル基を表す。）
（７）前記高分子分散剤のカチオン性基として第四級アンモニウム基を有することを特徴
とする（１）～（６）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
（８）前記相間移動塩基に代え、あるいはこれと同時に無機塩基を含有することを特徴と
する（１）～（７）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
（９）（１）～（８）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体を製造する方法であっ
て、
　有機溶剤に、水不溶性色材と、相間移動塩基または無機塩基と、カチオン性基及び酸基
を有する高分子分散剤とを共溶解させる工程、及び
　その溶解液を水性媒体と混合し、前記水不溶性色材の微粒子を生成させる工程を有する
ことを特徴とする水不溶性色材分散体の製造方法。
（１０）（９）に記載の方法により前記水不溶性色材分散体を製造し、該水不溶性色材分
散体と有機酸及び／又は無機酸とを混合し、前記水不溶性色材の微粒子の凝集物を得る工
程、及び
　前記凝集物と、水性媒体と、有機塩基又は無機塩基とを混合し前記微粒子の凝集を解き
再分散する工程を加えることを特徴とする水不溶性色材分散体の製造方法。
（１１）前記水不溶性色材微粒子の動的光散乱測定による体積平均粒子径が１００ｎｍ以
下であることを特徴とする（１）～（８）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
（１２）前記水不溶性色材微粒子の動的光散乱測定による体積平均粒子径が５０ｎｍ以下
であることを特徴とする（１１）に記載の水不溶性色材分散体。
（１３）前記水不溶性色材が、キナクリドン有機顔料、ジケトピロロピロール有機顔料、
及びモノアゾイエロー有機顔料からなる群より選ばれる有機顔料であることを特徴とする
（１）～（８）、（１１）及び（１２）のいずれか１項に記載の水不溶性色材分散体。
（１４）（１）～（８）、及び（１１）～（１３）のいずれか１項に記載の分散体を用い
て作製される記録液であって、前記水不溶性色材を、記録液全質量の０．１～１５質量％
含むことを特徴とする記録液。
（１５）前記記録液がインクジェット用記録液である（１４）に記載の記録液。
（１６）（１４）又は（１５）に記載の記録液を用いて記録液を媒体に付与することによ
り、画像を記録する工程を有することを特徴とする画像形成方法。
（１７）（１４）又は（１５）に記載の記録液を用いて記録液を媒体に付与することによ
り、画像を記録させるための手段を有することを特徴とする画像形成装置。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の分散体は、極めて微細な水不溶性色材の微粒子を含有するにもかかわらず、そ
の凝集を抑制して長期にわたり安定な微粒子の分散状態を維持するという優れた作用効果
を奏する。また本発明の分散体は、上記の高い分散安定性を高濃度の再分散液としたきに
も持続し、これを用いたインク組成物は保存安定性が高く長時間の貯蔵が可能であり、吐
出性及び透明性が高い記録液を提供することができる。さらにまた、本発明の製造方法よ
れば上記の優れた分散体を効率良くかつ純度良く得ることができる。また本発明の記録液
、画像形成方法、及び画像形成装置は良好で精度の高い画像形成を可能とする。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明の分散体は、水不溶性色材の微粒子と、カチオン性基及び酸基を有する高分子分
散剤と、水性媒体と、相間移動塩基または無機塩基とを含有する。
【００１１】
　本発明の分散体に用いられる上記カチオン性基及び酸基を有する高分子分散剤（以下、
特定の高分子分散剤と称することがある。）として、具体的には、スチレン、スチレン誘
導体、ビニルナフタレン、ビニルナフタレン誘導体、α，β－エチレン性不飽和カルボン
酸の脂肪族アルコールエステル等、アクリル酸、アクリル酸誘導体、メタクリル酸、メタ
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クリル酸誘導体、マレイン酸、マレイン酸誘導体、アルケニルスルホン酸、ビニルアミン
、アリルアミン、イタコン酸、イタコン酸誘導体、フマール酸、フマール酸誘導体、酢酸
ビニル、ビニルホスホン酸、ビニルピロリドン、アクリルアミド、Ｎ－ビニルアセトアミ
ド、Ｎ－ビニルホルムアミド、及びその誘導体等からなる群より選ばれた２つ以上の単量
体（このうち少なくとも１つは酸基になる官能基を有する単量体であり、少なくとも１つ
はカチオン性基になる官能基を有する単量体が選ばれる。）から構成されるブロック共重
合体、或いはランダム共重合体、グラフト共重合体、又はこれらの変性物、及びこれらの
塩等が挙げられる。
【００１２】
　上記特定の高分子分散剤の酸基としては、カルボン酸基、スルホン酸基、又はリン酸基
であることが好ましく、カルボン酸基又はスルホン酸基であることがより好ましく、カル
ボン酸基であることが特に好ましい。
【００１３】
　上記高分子分散剤が持つ酸価は１００ｍｇＫＯＨ／ｇ～３００ｍｇＫＯＨ／ｇであるこ
とが好ましく、１４０ｍｇＫＯＨ／ｇ～２４０ｍｇＫＯＨ／ｇであることがより好ましい
。
【００１４】
　本発明の分散体に含有させる上記特定の高分子分散剤はカチオン性基を有し、このカチ
オン性基は、対になる有機もしくは無機アニオンと塩構造を形成してなる。ただし、分散
体中で前記塩構造部が解離していてもよい。このカチオン性基は、窒素原子、硫黄原子、
又はリン原子を有する基であることが好ましく、窒素原子を有する基であることがより好
ましい。さらに具体的にいうと、上記カチオン性基は、アンモニウム基、ピリジニウム基
、イミダゾリウム基を有する基であることが好ましく、第四級アンモニウム基、ベンズイ
ミダゾリウム基を有する基であることがより好ましい。このとき、第四級アンモニウム基
を構成する配位子としては、アルキル基、アリール基、又はアラルキル基であることが好
ましく、なかでも炭素原子数１～８のアルキル基であることがより好ましい。ベンズイミ
ダゾリウム基は置換基を有してもよく、具体的にはアルキル基、アリール基、アラルキル
基、アミド基、シアノ基、ハロゲン等が好ましく挙げられ、なかでも炭素原子数１～８の
アルキル基、ベンジル基、ハロゲンであることがより好ましい。対アニオンとしては有機
、無機全てのアニオン種が挙げられるが、具体的には有機カルボン酸、有機スルホン酸、
有機ジスルホンアミド類、ハロゲン（塩素、臭素、ヨウ素）、無機アニオン種（テトラフ
ルオロボレート、ヘキサフルオロホスフェート）等が挙げられるが、本発明はこれに限定
されることなく、全てのアニオン性構造をとりうるものを使用してよい。より好ましくは
ハロゲン、無機アニオンであり、さらに好ましくはテトラフルオロボレート、ヘキサフル
オロホスフェートである。
【００１５】
　更に詳しく説明すると、本発明の分散体に用いられる上記特定の高分子分散剤は親水性
基部位（親水性基を有する繰り返し単位）と疎水性部位（親水性基を有する繰り返し単位
）から構成されていることが好ましく、親水性モノマー成分と疎水性モノマー成分とを共
重合させた共重合体を用いることが好ましい。疎水性モノマー成分のみからなる重合体で
ある高分子分散剤を用いる場合には水不溶性色材に良好な分散安定性を付与することが困
難なことがある。なお、親水性とは水に対する親和性が大きく水に溶解しやすい性質であ
り、疎水性とは水に対する親和性が小さく水に溶解しにくい性質である。上記特定の高分
子分散剤において親水性部位の重合組成比は特に限定されないが、１０～５０であること
が好ましい。
【００１６】
　例えば、疎水性モノマー成分としては、炭素原子数８以上の長鎖アルキル基、ｔ－ブチ
ル基、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基等の疎水性ユニットを構造単位にして有す
るモノマー成分が挙げられる。水不溶性色材に高い分散安定性を付与する観点からはスチ
レンやステアリルメタクリルアミド等を疎水性モノマーとしての繰り返し単位に有するブ
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ロックセグメントが好ましいが、疎水性モノマー成分はこれに限定されない。
【００１７】
　また、親水性モノマー成分としては、前述した酸基（カルボン酸基、スルホン酸基、又
はリン酸基が好ましい。）等の官能基を有する構造等の親水性ユニットを単位構造として
含有するモノマー成分が挙げられる。具体的には、アクリル酸やメタクリル酸、或いはそ
の無機塩や有機塩などのカルボン酸塩等が挙げられるが、親水性モノマー成分はこれに限
定されるものではない。あるいは、上述したカチオン性基（アンモニウム基であることが
好ましい。）等の官能基を有する構造等の親水性ユニットを単位構造として含有するモノ
マー成分が挙げられる。
【００１８】
　本発明においては、前記高分子分散剤の前記カチオン性基を含む繰り返し単位が前記一
般式（１）または（２）で表されるものであることが好ましい。
　一般式（１）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。
　一般式（２）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１、Ｊ、およびＷ
はそれぞれ一般式（１）におけるＲ１、Ｊ、およびＷと同じ意味を表す。
【００１９】
　また、前記高分子分散剤が前記一般式（３）または（４）で表される繰り返し単位を有
する化合物であることがこのましい。
　一般式（３）において、Ｒ６～Ｒ８は、それぞれ独立に水素原子または置換基を表す。
Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うアニオン基を表す。Ｒ１は水素原子または置換基
を表す。Ｊは－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲ１０－、－ＯＣＯ－、メチレン基、フェ
ニレン基、または－Ｃ６Ｈ４ＣＯ－基を表す。Ｒ１０は水素原子、アルキル基、アリール
基、またはアラルキル基を表す。Ｗは単結合または２価の連結基を表す。Ｒ１０３は水素
原子または置換基を表す。ｍおよびｎは繰り返し単位の質量組成比を表す。
　一般式（４）において、Ｒ９は、水素原子または置換基を表す。Ｑ２は、炭素原子およ
び窒素原子とともに不飽和の環を形成するのに必要な原子群を表す。Ｒ１０３、Ｒ１、Ｊ
、Ｗ、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）におけるＲ１０３、Ｒ１、Ｊ、Ｗ、ｍ、およ
びｎと同じ意味を表す。
【００２０】
　前記一般式（３）が下記一般式（５）または（６）で表されることがより好ましい。
　一般式（５）において、Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基、
アリール基、またはアラルキル基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基
、エーテル基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリ
ーレン基を表す。Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎはそれぞれ一般式（３）における
Ｘ－、Ｒ１、Ｒ１０３、ｍ、およびｎと同じ意味である。
　一般式（６）において、Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水
素原子、置換または非置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロア
リール基を表す。Ｒ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎはそれぞれ
一般式（５）におけるＲ１０３、Ｒ１０９～Ｒ１１１、Ｌ１、Ｘ－、ｍ、およびｎと同じ
意味である。
【００２１】
　本発明においては、前記高分子分散剤が、前記一般式（７）、一般式（８）、または一
般式（９）で表される繰り返し単位を有する高分子化合物であることが特に好ましい。
　一般式（７）中、Ｒ１０１～Ｒ１０３はそれぞれ水素原子またはメチル基を表す。Ｒ１

０４～Ｒ１０８は、水素原子、置換もしくは非置換の、アルキル基、アルコキシ基、ハロ
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ゲン基、ヒドロキシ基、チオアルコキシ基、エステル基、アミド基、ケトン基、シアノ基
、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。このときＲ１０４～Ｒ１０８は互いに結
合して環を形成してもよい。Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基
、アリール基、またはアラルキル基を表す。ｌ、ｍ、及びｎはそれぞれ繰り返し単位の質
量組成比を表し、ｌ＋ｍ＋ｎ＝１００となる。Ｘ－は窒素上のカチオン電荷と釣り合うア
ニオン基を表す。Ｌ１は、置換もしくは非置換の、アルキレン基、エーテル基、カルボニ
ル基、ウレタン基、アミド基、アリーレン基、またはヘテロアリーレン基を表す。
　一般式（８）中、Ｒ１０１～Ｒ１１１、Ｘ－、及びＬ１は一般式（７）と同じ意味であ
る。Ｙは、酸素原子、硫黄原子、ＮＲ１１３を表し、Ｒ１１３は水素原子、置換または非
置換の、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、またはヘテロアリール基を表す。
　一般式（９）中、Ｒ１０１～Ｒ１０８、Ｌ１、およびＸ－は一般式（７）と同じ意味で
ある。Ｙは一般式（８）と同じ意味である。Ｒ１１２は、置換もしくは非置換の、アルキ
ル基、アリール基、またはアラルキル基を表す。
【００２２】
　Ｒ１０４～Ｒ１０８は、水素原子又は置換もしくは非置換のアルキル基であることが好
ましく、水素原子、メチル基、又はエチル基であることがより好ましい。
【００２３】
　Ｒ１０９～Ｒ１１１は、置換もしくは非置換の、アルキル基又はアラルキル基であるこ
とが好ましく、アルキル基であることがより好ましく、炭素原子数１～８のアルキル基で
あることが特に好ましい。
【００２４】
　Ｙは、ＮＲ１２３であることが好ましく、ＮＨであることがより好ましい。
【００２５】
　Ｌ１は、置換もしくは非置換のアルキレン基又はアリーレン基であることが好ましく、
アルキレン基、アリーレン基、又はこれらの組合せがより好ましく、メチレン基、エチレ
ン基、プロピレン基、フェニレン基、－（ＣＨ２）Ｃ６Ｈ５－であることが特に好ましい
。
【００２６】
　ｌは２０～６０（質量組成比）であることが好ましく、３０～５０（質量組成比）であ
ることがより好ましい。ｍは０～７５（質量組成比）であることが好ましく、５～４５（
質量組成比）であることがより好ましく、５～２５（質量組成比）であることが特に好ま
しい。ｎは１０～５０（質量組成比）であることが好ましく、２０～４０（質量組成比）
であることがより好ましい。
【００２７】
　なお、上記一般式（１）～（８）で表される繰り返し単位を有する高分子分散剤におい
て、その末端基は特に限定されず、水素原子もしくは重合停止剤残基であってもよい。ま
た、カチオン性基を陽イオン化した状態で示しているが、このときの対イオンは特に限定
されず、例えば、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－などが挙げられる。
【００２８】
　上記特定の高分子分散剤を分散体に含有させる割合は特に限定されるものではないが、
該高分子分散剤を水不溶性色材の分散剤として効果的に機能する量を含有させることが好
ましく、具体的には水不溶性色材１質量部に対して０．０５質量部以上であることが好ま
しく、非プロトン性有機溶剤を用いる場合には該溶剤１００質量部に対して５０質量部以
下の範囲で用いるのが好ましい。上記特定の高分子分散剤が多すぎると該高分子分散剤を
完全に溶解させるのが困難な場合があり、少なすぎると、十分な分散効果を得ることが難
しい場合がある。また、上記特定の高分子分散剤は、１種類単独でまたは２種類以上を併
用して用いることができる。
【００２９】
　上記特定の高分子分散剤の分子量は特に限定されないが質量平均分子量で５，０００～
１００，０００であることが好ましく、１０，０００～５０，０００であることがより好



(14) JP 2009-263626 A 2009.11.12

10

20

ましい。本発明において単に分子量というときには質量平均分子量を意味し、また質量平
均分子量は、特に断らない限り、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（キャリア：テ
トラヒドロフラン）により測定されるポリスチレン換算の平均分子量である。なお本発明
において「分散体」とは、所定の微粒子が分散した組成物をいい、その形態は特に限定さ
れず、液状の組成物（分散液）、ペースト状の組成物、及び固体状の組成物を含む意味に
用いる。
【００３０】
　上記特定の高分子分散剤の分散体中における含有形態は特に限定されず、その他の成分
とは独立して含まれていても、その他の成分と集合して含まれていてもよい。すなわち本
発明において「水不溶性色材の微粒子と特定の高分子分散剤とを含有する」とは、分散体
中の水不溶性色材の微粒子の中に高分子分散剤が含まれていても、分散体中で微粒子とは
別に高分子分散剤が共存していてもよい。したがって、上記特定の高分子分散剤の一部が
微粒子に吸着し、解離平衡状態になっているような含有形態も上記概念に含まれる。この
ことは、上記特定の高分子分散剤以外の成分、例えば後述する相間移動塩基等についても
同様であるが、相間移動塩基については、その機能上、微粒子表面に存在する形で含有さ
れている形態が好ましい。
【００３１】
　次に、本発明に用いられる好ましい上記特定の高分子分散剤として、下記の例示化合物
（Ｄ－１）～（Ｄ－２２）を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。なお、
化学式中、Ｈｅｘはヘキシル基、Ｐｈはフェニル基、Ｍｅはメチル基、Ｂｕはブチル基を
それぞれ表す。
【００３２】
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【００３３】
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【００３４】
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【化８】

【００３５】
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　本発明の水不溶性色材分散体に含有させる相間移動塩基として、具体的にはアルキルア
ンモニウム化合物、アルキルスルホニウム化合物、アルキルホスホニウム化合物が挙げら
れる。このアルキルアンモニウム化合物、アルキルスルホニウム化合物、アルキルホスホ
ニウム化合物は、ＣｌｏｇＰ値が負となるものが好ましく、この値が－２未満であること
がより好ましい。ここでＣｌｏｇＰ値とは、化合物の１－オクタノール中及び水中におけ
る化合物の平衡濃度間の比率を示す１－オクタノール／水分配係数Ｐの常用対数値をいう
。このＣｌｏｇＰ値は、化合物の化学構造に基づくフラグメントアプローチ（Ａ．　Ｌｅ
ｏ，　Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｖｏｌ．
４；　Ｃ．　Ｈａｎｓｃｈ，　Ｐ．　Ｇ．　Ｓａｍｍｅｎｓ，　Ｊ．　Ｂ．　Ｔａｙｌｏ
ｒ　ａｎｄ　Ｃ．　Ａ．　Ｒａｍｄｅｎ，　Ｅｄｓ．，　ｐ．２９５，　Ｐｅｒｇｒａｍ
ｏｎ　Ｐｒｅｓｓ，　１９９０）等によって決定され、デイライト・ケミカル・インフォ
メーション・システム社から入手し得る“ＣＬＯＧＰ”プログラムで計算された値で定義
可能である。
【００３６】
　なかでも上記相間移動塩基は上記一般式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表されるものが好ましい
。式中、Ｒ１～Ｒ５は炭素原子数１～１０のアルキル基、アルコキシ基、アリール基、ま
たはアルキルアリール基であり、好ましくはメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、フェ
ニル、ベンジル基であり、より好ましくはメチル基、エチル基、あるいはｎ－プロピル基
であることが好ましい。具体的には、アルキルアンモニウム化合物が好ましく、コリンヒ
ドロキシド、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロ
キシド、又はテトラプロピルアンモニウムヒドロキシドがより好ましい。
【００３７】
　本発明における相間移動塩基は、塩基部の対骨格が高い疎水性を持たないことが好まし
く、各アルキル鎖の炭素原子数は３以下であることが好ましい。これは、アルキル鎖によ
る疎水性を抑えることで、水不溶性色材分散体の保存安定性を高めることができる観点か
らである。またこのような相間移動塩基を用いると、通常の金属アルカリによる分散に比
べ、凝集体の再分散を大幅に速めることができる。これは、水層中の相間移動塩基がその
相間移動性を示すことにより、上記特定の高分子分散剤が水不溶性微粒子とともに構築す
る凝集層へ浸透しやすくなるためと考えられる。
【００３８】
　本発明において上記特定の高分子分散剤と相間移動塩基とを分散体中に併存させること
により水不溶性色材の微粒子の分散性が向上する作用機序については明らかでない点を含
む。これについて推定を含めていうと、分散体中での当該特定の高分子分散剤の相間移動
塩基中和物の溶解度が適度に低いため、親水部は水和しながら、疎水部が微粒子表面に疎
水性相互作用により吸着でき、吸着平衡との関係で生じる上記特定の高分子分散剤の微粒
子表面からの脱離が抑えられることが考えられる。あるいは、微粒子の形成時に用いる水
不溶性色材の溶解液中において相間移動塩基のカチオン部と上記特定の高分子分散剤のカ
チオン性基との塩交換が生じうる。そのため、水不溶性色材の微粒子の生成時にその微粒
子内部に上記特定の高分子分散剤が効果的に取り込まれ、該特定の高分子分散剤の微粒子
表面からの脱離が抑えられること等が考えられる。
【００３９】
　本発明において塩基ないし塩基構造部は水を含む液中で解離したオキソニウムイオン（
ＯＨ－）を生じる化合物ないしそのような構造部であるが、上記塩基は液中でイオンに解
離した状態で存在していてもよい。したがって、この塩基ないし塩基構造部は水溶液や水
分散液といった水を含む液中で解離し、特定の陽イオンとオキソニウムイオン（陰イオン
）を生ずるが、該陽イオンが検出されればオキソニウムイオンを確認しなくても、その水
を含む液は上記塩基ないし塩基構造部を有するとみなされる。本発明における相間移動塩
基の検出・定量方法は特に限定されないが、化合物の同定において一般に使用されるＨ－
ＮＭＲ解析法や液体クロマトグラフィーによりその構造を、中和滴定によりその量を知る
ことができる。
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【００４０】
　本発明の分散体においては、上記相間移動塩基に代え又はこれと組み合わせて無機塩基
を用いることも好ましい。この無機塩基としては、上記非プロトン性水溶性有機溶剤に含
有させるアルカリは一般式（Ｉ）もしくは（ＩＩ）で表される塩基のほか、必要に応じて
、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化セシウム、水酸化リチウム、水酸化マグネ
シウム、水酸化カルシウム、水酸化バリウムなどの無機塩基、トジアザビシクロウンデセ
ン（ＤＢＵ）、ナトリウムメトキシド、ｔｅｒｔ－ブトキシナトリウム、ｔｅｒｔ－ブト
キシカリウムなどの金属アルコキシド、などの無機塩基、有機塩基を併せて用いることが
できる。
【００４１】
　上記のとおり、本発明の製造方法によれば相間移動塩基及び無機塩基のなかから適宜ア
プリケーション上の要求に応じて好適なものを選択して用いることができ。たとえば、分
散体としたときに残留する微量の金属イオンによるデバイス中の電極等の汚染や腐食を抑
制ないし防止する必要性が高い場合には、相間移動塩基を選択して用いることでこの要求
に応えることができる。また、通常媒体中のイオンの除去には極めて煩雑な処理操作を要
するが、本発明によれば上記のように好適な塩基を選定することで、そのような迂遠な工
程を必要とせずに所望の分散体を得ることができ精密機器や精密化学製品等の製造にも対
応することができる。
【００４２】
　前記相間移動塩基又は無機塩基の使用割合は特に限定されるものではないが、後述する
分散体の調製時に用いる有機溶剤に水不溶性色材及び前記特定の高分子分散剤と共溶解さ
せることを考慮し、相間移動塩基又は無機塩基を水不溶性色材に対するモル比で１．０～
１００モル当量とすることが好ましく、１．５～５０モル当量とすることがより好ましく
、２．０～２０モル当量とすることが特に好ましい。
　また、水不溶性色材分散体から得られる水不溶性色材／上記特定の高分子分散剤を含有
する凝集体を再分散させる際に使用する相間移動塩基又は無機塩基の量としては、該特定
の高分子分散剤が持つ酸基１モル当量に対し、０．５～１０モル当量であることが好まし
く、０．８～５モル当量であることがより好ましく、０．９～１．５モル当量であること
が特に好ましい。
【００４３】
　本発明の分散体において水不溶性色材を構成する有機顔料としては、色相ないし構造に
ついて特に限定されるものではなく、例えば、ペリレン化合物顔料、ペリノン化合物顔料
、キナクリドン化合物顔料、キナクリドンキノン化合物顔料、アントラキノン化合物顔料
、アントアントロン化合物顔料、ベンズイミダゾロン化合物顔料、ジスアゾ縮合化合物顔
料、ジスアゾ化合物顔料、アゾ化合物顔料、インダントロン化合物顔料、インダンスレン
化合物顔料、キノフタロン化合物顔料、キノキサリンジオン化合物顔料、金属錯体アゾ化
合物顔料、フタロシアニン化合物顔料、トリアリールカルボニウム化合物顔料、ジオキサ
ジン化合物顔料、アミノアントラキノン化合物顔料、ジケトピロロピロール化合物顔料、
ナフトールＡＳ化合物顔料、チオインジゴ化合物顔料、イソインドリン化合物顔料、イソ
インドリノン化合物顔料、ピラントロン化合物顔料、イソビオラントロン化合物顔料、ま
たはそれらの混合物などが挙げられる。
【００４４】
　更に詳しくは、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１９０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２９等のペ
リレン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４３、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１９４等のペリノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントバイオレット４２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１９２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０７、もしくは
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０９のキナクリドン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２０６、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４８、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ４９等
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のキナクリドンキノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４７等のアントラキノ
ン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６８等のアントアントロン化合物顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントブラウン２５、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３２、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８１、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３
６、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６２、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントレッド１８５等のベ
ンズイミダゾロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー９４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２８）、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３４、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントオレンジ１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４
（Ｃ．Ｉ．番号２０７３５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー２１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２１、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド２４２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４８、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド２６２、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントブラウン２３等のジスアゾ縮合化合物顔料、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、もしくはＣ．Ｉ．
ピグメントイエロー１８８等のジスアゾ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８７、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド４８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６４、もし
くはＣ．Ｉ．ピグメントレッド２４７等のアゾ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６
０等のインダントロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０等のインダンスレン化
合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８等のキノフタロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントイエロー２１３等のキノキサリンジオン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１２９、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０等の金属錯体アゾ化合物顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントグリーン７、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６、Ｃ．Ｉ．ピグメントグ
リーン３７、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１６、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７５、もしくは
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５（１５：１、１５：６等を含む）等のフタロシアニン化合
物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー５６、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントブルー６１等のト
リアリールカルボニウム化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３、もしくはＣ
．Ｉ．ピグメントバイオレット３７等のジオキサジン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１７７等のアミノアントラキノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド２５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２６４、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド２７２、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７１、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ
７３等のジケトピロロピロール化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８７、もしくは
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７０等のナフトールＡＳ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド８８等のチオインジゴ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントオレンジ６６等のイソインドリン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０
９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１０、もしくはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ６１等の
イソインドリノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４０、もしくはＣ．Ｉ．ピグ
メントレッド２１６等のピラントロン化合物顔料、またはＣ．Ｉ．ピグメントバイオレッ
ト３１等のイソビオラントロン化合物顔料が挙げられる。
【００４５】
　なかでも水不溶性色材が、キナクリドン有機顔料、ジケトピロロピロール有機顔料、モ
ノアゾイエロー有機顔料であることが好ましい。
【００４６】
　本発明の分散体において、分散体中の水不溶性色材の含有量は特に限定されず、インク
としての利用を考慮したとき例えば０．０１～３０質量％であることが好ましく、１．０
～２０質量％であることがより好ましく、１．１～１５％であることが特に好ましい。
【００４７】
　本発明における分散体は高濃度であっても分散体を低粘度に維持することができる。例
えば記録液として用いる場合、高濃度であっても低濃度であれば記録液に使用できる添加
剤の種類や添加量の自由度が増すため、本発明の分散体を記録液として好適に用いること
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ができる。
【００４８】
　本発明の水不溶性色材分散体は、有機溶剤に、相間移動塩基（好ましくは、上記一般式
（Ｉ）又は（ＩＩ）で表される相間移動塩基）又は無機塩基の存在下と、水不溶性色材と
、カチオン性基および酸基（好ましくは、カルボン酸基、スルホン酸基、及びリン酸基）
を有する高分子分散剤とを共溶解させる工程、及び前記工程で得られた溶解液を水性媒体
と混合し、前記水不溶性色材の微粒子を生成させる工程を有する本発明の製造方法により
好適に製造することができる。
【００４９】
　本発明の製造方法に用いられる有機溶剤としては、非プロトン性有機溶媒、プロトン性
有機溶媒のいかなる種類もが使用可能である。ただしアルカリ存在下で水不溶性色材およ
び高分子分散剤を溶解させる有機溶剤としては、好ましくは非プロトン性有機溶剤であり
、より好ましくはジメチルスルホキシド、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルホルムアミド
、ジメチルアセトアミド、スルホラン等である。また、これらは１種類単独でまたは２種
類以上を併用して用いることができる。
【００５０】
　上記溶解液中の有機溶剤と水不溶性色材と比率は特に限定されないが、水不溶性色材を
より良好な溶解状態とする際には、水不溶性色材１質量部に対して２～５００質量部の有
機溶剤を用いることが好ましく、５～１００質量部を用いることがより好ましい。
【００５１】
　本発明の水不溶性色材分散体の製造方法においては、水不溶性色材等を溶解した溶解液
と水性媒体とを混合する。本発明において、水性媒体とは、水単独または水と水に可溶な
有機溶媒との混合溶媒である。このとき有機溶媒の添加は、顔料や分散剤を均一な分散状
態に保つのに水のみでは不十分な場合や、塩基による凝集体分散工程の加速などに用いる
ことが好ましい。具体的に使用できる有機溶剤としては特に限定されるものではないが、
メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イソ
ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール等の低級アルコール、アセトン、メチルエチルケトン
、メチルイソブチルケトン、ジアセトンアルコール等の脂肪族ケトン、エチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、グリセリン、プロピレングリコー
ル、エチレングリコールモノメチルまたはモノエチルエーテル、プロピレングリコールメ
チルエーテル、ジプロピレングリコールメチルエーテル、トリプロピレングリコールメチ
ルエーテル、エチレングリコールフェニルエーテル、プロピレングリコールフェニルエー
テル、ジエチレングリコールモノメチルまたはモノエチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルまたはモノエチルエーテル、
Ｎ－メチルピロリドン、２－ピロリドン、ジメチルホルムアミド、ジメチルイミダゾリジ
ノン、ジメチルスルホキシド、ジメチルアセトアミドなどが挙げられる。これらは、１種
または２種以上を組み合わせて用いることができる。また、水不溶性色材分散体中におけ
る水の量は９９～２０質量％となるようにすることが好ましく、は９５～３０質量％とす
ることがより好ましい。分散体中の上記の水溶性有機溶媒の量は５０～０．１質量％とす
ることが好ましく、は３０～０．０５質量％とすることがより好ましい。
【００５２】
　本発明の製造方法において、上記水不溶性色材の溶解液及び／又は水性媒体に、結晶成
長防止剤や紫外線吸収剤、酸化防止剤、樹脂添加物、界面活性剤などの少なくも１種を必
要に応じて添加することができる。
【００５３】
　結晶成長防止剤としては、当該技術分野においてよく知られているフタロシアニン誘導
体やキナクリドン誘導体が挙げられ、例えばフタロシアニンのフタルイミドメチル誘導体
、フタロシアニンのスルホン酸誘導体、フタロシアニンのＮ－（ジアルキルアミノ）メチ
ル誘導体、フタロシアニンのＮ－（ジアルキルアミノアルキル）スルホン酸アミド誘導体
、キナクリドンのフタルイミドメチル誘導体、キナクリドンのスルホン酸誘導体、キナク
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リドンのＮ－（ジアルキルアミノ）メチル誘導体、キナクリドンのＮ－（ジアルキルアミ
ノアルキル）スルホン酸アミド誘導体等が挙げられる。
【００５４】
　紫外線吸収剤としては、金属酸化物、アミノベンゾエート系紫外線吸収剤、サリチレー
ト系紫外線吸収剤、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤
、シンナメート系紫外線吸収剤、ニッケルキレート系紫外線吸収剤、ヒンダードアミン系
紫外線吸収剤、ウロカニン酸系紫外線吸収剤およびビタミン系紫外線吸収剤等の紫外線吸
収剤が挙げられる。
【００５５】
　酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール系化合物、チオアルカン酸エステル化合物
、有機リン化合物、芳香族アミン等が挙げられる。
【００５６】
　樹脂添加物としては、アニオン変性ポリビニルアルコール、カチオン変性ポリビニルア
ルコール、ポリウレタン、カルボキシメチルセルロース、ポリエステル、ポリアリルアミ
ン、ポリビニルピロリドン、ポリエチレンイミン、ポリアミンスルホン、ポリビニルアミ
ン、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、メラミン樹脂あるい
はこれらの変性物等の合成樹脂などが挙げられる。これらの結晶成長防止剤や紫外線吸収
剤、樹脂添加物はいずれも１種類単独でまたは２種類以上を併用して使用することができ
る。
【００５７】
　界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸
塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの硫酸
エステル塩、高級アルコールエーテルのスルホン酸塩、高級アルキルスルホンアミドのア
ルキルカルボン酸塩、アルキルリン酸塩などのアニオン界面活性剤、ポリオキシエチレン
アルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン
脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、アセチレングリコールのエチレンオキサイ
ド付加物、グリセリンのエチレンオキサイド付加物、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪
酸エステルなどの非イオン性界面活性剤、また、この他にもアルキルベタインやアミドベ
タインなどの両性界面活性剤、シリコン系界面活性剤、フッソ系界面活性剤などを含めて
、従来公知である界面活性剤およびその誘導体から適宜選ぶことができる。
【００５８】
　本発明の製造方法においては、水不溶性色材と、上記特定の高分子分散剤とを、相間移
動塩基又は無機塩基の存在下で有機溶剤に共溶解した溶液を水性媒体と混合して水不溶性
色材の微粒子を生成させるが、この際に使用される水の割合は、微粒子の分散安定性をよ
り向上させ、かつ分散体の色濃度を更に良好なものとするという観点から、水不溶性色材
溶液１質量部に対して０．５～１０００質量部が好ましく、１～１００質量部がより好ま
しい。
【００５９】
　本発明の製造方法においては、水不溶性色材の溶液と水性媒体とを混合する際の温度を
－５０℃～１００℃の範囲にすることが好ましく、－２０℃～５０℃の範囲に調節するこ
とがより好ましい。混合する際の溶液の温度は生成する水不溶性色材の微粒子のサイズに
大きく影響することがあり、ナノメートルオーダー微粒子の分散体を制御して得るために
液温を－５０℃～１００℃の範囲にすることが好ましい。また、この際に液体の流動性を
確保するために混合する水に、エチレングリコ－ル、プロピレングリコ－ル、グリセリン
等の公知の凝固点降下剤を加えておくことができる。
【００６０】
　さらに、サイズの均一性を持つナノメートルオーダーの微粒子を得るには、水不溶性色
材溶液と水性媒体との混合を可能な限り速やかに行うことが好ましく、超音波振動子やフ
ルゾーン撹拌羽、内部循環型撹拌装置、外部循環型撹拌装置、流量およびイオン濃度制御
装置等の撹拌、混合、分散、晶析に使用される装置をいずれも使用することができる。ま
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た、連続して流れる水の中に混合してもよい。水不溶性色材溶液の水性媒体中への添加方
法としては、通常の液体注入法をいずれも利用できるが、シリンジやニードル、チューブ
などのノズルからの噴射流として水中、もしくは水上から投入するのが好ましい。なお、
短時間で投入するために複数のノズルから投入することもできる。さらに、水不溶性色材
微粒子の水性分散体を安定して作成するために、水不溶性色材溶液と混合する水性媒体に
アルカリ及び分散剤を始めとする添加剤を加えておくことができる。
【００６１】
　有機溶剤に溶解した顔料等の水不溶性色材は、水性媒体との混合によって急速な結晶成
長又はアモルファス様の凝集体を形成すると考えられるが、本発明においては水不溶性色
材と前記酸基を有する高分子分散剤とが共溶解した溶液中で共存し、該溶液と水性媒体と
の混合工程中およびその直後に、生成した微粒子が分散安定性を損なわない。またこのと
きに加熱処理を行い微粒子の分散体中での結晶形および凝集状態の調整を行うことができ
る。
【００６２】
　本発明の水性水不溶性色材分散体は、そのままで、あるいは必要に応じて色材濃度を調
整することによって種々の用途、例えばインクジェット用のインクに用いることができる
。ところで、水性分散液が、インクジェット用のインクに適用するには、色材濃度が薄い
場合がある。該分散液の分散媒の濃縮等により濃度を上昇させることはできるものの、工
業的には実用的でない。これに対し、本発明の分散体は先ず水不溶性微粒子を粉末ないし
ペーストにして取り出したのち、水に対する分散性を付与し、この水不溶性色材の微粒子
を水性媒体に効率的に再分散させることができる。そのため、所望の色材濃度を有する水
性分散体を効率よく調製することができる。
【００６３】
　本発明の製造方法においては、前述の工程で得られた水性水不溶性色材分散体を用い、
さらに該分散体に含まれる水不溶性色材の微粒子の凝集体を形成することが好ましい。
　本発明において、「水不溶性色材の微粒子」というとき、水不溶性色材のみからなる微
粒のほか、水不溶性色材とその他の成分とがなす微粒子が含まれる。例えば、水不溶性色
材及び／又はその他の化合物が粒子の核をなし、そこに前記分散剤（高分子分散剤、界面
活性剤等）が被覆するように吸着して微粒子をなしていてもよい。本発明の分散体におい
ては、なかでも、水不溶性色材の微粒子に上記特定の高分子分散剤が被覆吸着した状態な
いし特定の高分子分散剤の少なくとも一部が微粒子内部に取り込まれた状態で両者が分散
体中に含まれていることが好ましい。この被覆吸着状態は、例えば、Ｘ線結晶構造解析（
ＸＲＤ）や、固体ＮＭＲ法による粒子構造解析により確認することができる。
【００６４】
　上記水不溶性色材の微粒子の凝集体の形成には、有機酸／無機酸の添加による処理が好
ましく用いられる。酸を用いた処理は、好ましくは、水不溶性色材の微粒子を酸で凝集さ
せてこれを溶剤（分散媒）と分離し、濃縮、脱溶剤および脱塩（脱酸）を行う工程を含む
。系を酸性にすることで酸性の親水性部分による静電反発力を低下させ、水不溶性色材微
粒子を凝集させる。一般に顔料の分散液を酸で凝集物とし、その後にアルカリ処理を行っ
ても、顔料微粒子が再分散されにくく一次粒子径の増大が観察されることがある。これに
対し、本発明の分散体の製法によれば、顔料等の水不溶性色材の微粒子の水性分散体を調
製し、これを酸で凝集物とし微粒子を再分散したとき、一次粒子径の増大を大幅に低減す
ることができる。
【００６５】
　本発明において、得られた水不溶性色材分散体に対しては、加熱処理を施すことが可能
である。これにより水不溶性色材の結晶性が良くなり、該分散体から得られたインクを用
いた画像の耐候性が高められることがある。また加熱処理によって濾過性が大きく改善さ
れる場合があり有用なプロセスと言える。該加熱処理の温度は４０～１００℃が好ましく
、４０～８０℃がより好ましく、５０～８０℃であることが最も好ましい。加熱時間は１
０分～３日間であることが好ましく、１時間から１日行うことが好ましく、さらに好まし
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くは２～１２時間である。
【００６６】
　水不溶性色材の微粒子の凝集に用いる酸としては、沈殿し難い微粒子となっている水性
分散体中の顔料含有粒子を凝集させてスラリー、ペースト、粉状、粒状、ケーキ状（塊状
）、シート状、短繊維状、フレーク状などにして、通常の分離法によって効率よく溶剤と
分離できる状態にするものであることが好ましい。さらに好ましくは、水不溶性色材の溶
解工程において用いたアルカリを溶剤と同時に分離するために、用いた相間移動塩基等の
アルカリと水溶性の塩を形成する酸を利用するのがよく、酸自体も水への溶解度が高いも
のが好ましい。また脱塩を効率よく行うために、加える酸の量は微粒子が凝集する範囲で
できるだけ少ない方がよい。具体的には塩酸、硫酸、硝酸、酢酸、リン酸、トリフルオロ
酢酸、ジクロロ酢酸、メタンスルホン酸などが挙げられるが、塩酸、酢酸および硫酸が特
に好ましい。酸によって容易に分離可能な状態にされた水不溶性色材の微粒子の水性分散
体は遠心分離装置や濾過装置またはスラリー固液分離装置などで容易に分離することが出
できる。この際、希釈水の添加、またはデカンテーションおよび水洗の回数を増やすこと
で脱塩、脱溶剤の程度を調節することができる。
【００６７】
　さらに、水不溶性色材凝集体を得る工程では、有機溶剤の添加によりろ過性が改善可能
であり有用なプロセスである。好ましい溶媒としては非プロトン性有機溶媒、プロトン性
有機溶媒のいかなる種類もが使用可能であり、具体的には酢酸エチル、乳酸エチル、アセ
トン、メチルエチルケトン、アセトニトリル、メタノールエタノール、イソプロパノール
等の極性溶媒が好ましい。量も特に限定されないが、水不溶性色材分散体１００質量部に
対し１～１００質量部が好ましく、５～５０質量部の範囲で用いるのがより好ましい。
【００６８】
　このようにして得られた凝集体は、含水率の高いペーストやスラリーのままで用いるこ
ともできるが、必要に応じてスプレードライ法、遠心分離乾燥法、濾過乾燥法または凍結
乾燥法などのような、乾燥法により、微粉末として用いることもできる。
【００６９】
　本発明の製造方法においては、その好ましい実施態様として、水性分散体から調製した
凝集体に水性媒体を添加し、微粒子を再分散性することが好ましく、このときアルカリ処
理することがより好ましい。すなわち、アルカリ処理を含むこの工程では、上記凝集体を
得る工程で例えば酸を用いて凝集させた水不溶性色材の微粒子をアルカリで処理し、該微
粒子に吸着する等して共存する前記酸基を有する高分子分散剤を中和し、水性媒体中で水
不溶性色材を効果的に再分散させることができる。
【００７０】
　本発明の製造方法における上記好ましい実施態様においては、凝集体の形成工程におい
てすでに脱塩および脱溶剤が行われているため、不純物の少ない顔料等の水不溶性色材の
微粒子の水性分散体のコンクベースを得ることができる。再分散工程で使用するアルカリ
は、酸性の親水性部分を持つ分散剤の中和剤として働き、水への溶解性が高まるものであ
れば、いかなるものでも使用できる。ここでの「アルカリ」とは、先に述べた「塩基」と
同義である。アルカリとして、具体的には水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化カ
リウム等のアルカリ金属の水酸化物、アンモニア等や、アミノメチルプロパノール、ジメ
チルアミノプロパノール、ジメチルエタノールアミン、ジエチルトリアミン、モノエタノ
ールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、ブチルジエタノールアミン、
モルホリン等の各種有機アミン、さらには前記の相間移動塩基が挙げられる。より具体的
には前記一般式（Ｉ）又は（ＩＩ）で示されるアンモニウム化合物類が挙げられ、さらに
好ましくはコリンヒドロキシド、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチル
アンモニウムヒドロキシド等が挙げられる。また、これらの１種または２種以上を組み合
わせて用いることができる。
　上記アルカリの使用量は、凝集した粒子を水に安定に再分散できる範囲であれば特に限
定されるものではないが、印刷インキやインクジェットプリンター用インクなどの用途に
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用いる場合は各種部材の腐食の原因になる場合があるため、ｐＨが６～１２になる量とす
ることが好ましく、７～１１の範囲になる量とすることがより好ましい。
【００７１】
　凝集した水不溶性色材粒子を水性媒体に再分散させる上記工程においては、必要に応じ
て撹拌、混合、分散装置を用いることができる。特に含水率の高い水不溶性色材のペース
ト、スラリーを用いる際は水を加えなくてもよい。さらに、再分散の効率を高める目的、
および不要となった水溶性有機溶剤または過剰なアルカリ等を除去する目的で加熱、冷却
、または蒸留などを行うことができる。
【００７２】
　本発明の記録液は、上記本発明の分散体を用い、例えば所定の高分子分散剤、界面活性
剤、水性溶剤等の各成分を混合し均一に溶解又は分散することにより調製することができ
る。本発明の記録液においては、前記水不溶性色材を０．１～１５質量％含有することが
好ましい。また、調製したインクに過剰量のポ高分子分散剤や添加剤が含有される場合に
は、遠心分離や透析などの方法によって、それらを適宜除去し、インク組成物を再調製す
ることができる。また本発明の記録液は単独で用いてもよいが、これとは別のインクと組
み合わせて、本発明のインクセットとしてもよい。
【００７３】
　本発明の記録液は、各種印刷法、インクジェット法、電子写真法等の様々な画像形成方
法および装置に使用でき、この装置を用いた画像形成方法により描画することができる。
また、このインクジェット法により微細パターンを形成したり、薬物の投与を行ったりす
ることができる。
【００７４】
　本発明の記録液はインクジェット用記録液とすることが好ましく、これを用いたインク
セットとすることが好ましい。また、本発明の記録液又はインクセットを用いて、記録液
を媒体に付与する手段により画像が記録された印画物とすることが好ましく、前記手段が
記録液の付与量もしくは濃度を調整する機能を有し、該手段により印画物の濃淡が調整さ
れた印画物とすることが好ましい。さらに上記の記録液又はインクセットは、記録液を媒
体に付与することにより、画像を記録する工程を有する画像形成方法に用いることが好ま
しい。さらに本発明においては、上記記録液又はインクセットを用いて記録液を媒体に付
与することにより、画像を記録させるための手段を有する画像形成装置とすることができ
る。
【００７５】
　上記の優れた特性を有する本発明の分散体は、インクとしたとき例えば面積比率（面積
階調）により色調濃淡を表現している現行のオフセット印刷や凸版印刷等に匹敵するほど
の、高濃度・高精彩な画像記録を実現しうるものである。
【００７６】
　〔透過型電子顕微鏡観察による平均粒径〕
　本発明において、分散体に含まれる水不溶性色材は、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）観察
により、水不溶性色材溶解液と水性媒体混合時に形成された一次粒子の形状を観察し、平
均粒径を以下のようにして算出することができる。水不溶性色材の微粒子を含む分散体を
カーボン膜を貼り付けたＣｕ２００メッシュに希釈し、これを載せて乾燥させ、ＴＥＭ（
日本電子製１２００ＥＸ）で１０万倍で撮影した画像から粒子３００個の径を測定して平
均値を求める。この際、上記のように分散体を前記Ｃｕ２００メッシュ上で乾燥させるた
め、前記分散体中に水不溶性色材が良好に分散した状態であっても、乾燥の過程で水不溶
性色材粒子が見かけ上凝集してしまい、正確な粒子径が判別しにくい場合がある。このよ
うな場合には、重なっていない独立した粒子３００個の径を測定して平均値を求める。ま
た、水不溶性色材が球状でない場合は、粒子の長径（粒子の最も長い径）を測定する。
【００７７】
　本発明においては、その一実施態様において、水不溶性色材の粒子の平均粒径は５～５
０ｎｍである。とくに透過型電子顕微鏡観察（ＴＥＭ観察）により算出した水不溶性色材
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の平均粒子径が、５～５０ｎｍであることが好ましく、１０～４５ｎｍであることが好ま
しく、１５～４０ｎｍであることが分散体の透明性、分散体中での分散安定性、及び耐光
性の両立の観点から特に好ましい。この平均粒径が小さすぎると、分散体中の安定な分散
状態を長期間保つことが難しい場合があり、また良好な耐光性が得られない場合がある。
一方で、大きすぎると、分散体の透明性が得られない場合がある。本発明において水不溶
性色材の粒子は２種以上の顔料を含むが、顔料のみからなるものであっても、顔料以外の
化合物が含まれていてもよい。このとき、２種以上の顔料の固溶体が粒子を構成している
ことが好ましい。ただし、粒子中に結晶構造を有する部分と結晶構造を有さない部分が混
在していてもよい。また、先にも述べたように、顔料等及び／又はその他の化合物が粒子
の核をなし、そこに前記分散剤（高分子分散剤、界面活性剤等）が被覆するように吸着し
て粒子をなしていてもよい。
【００７８】
　また、本発明の水不溶性色材は、樹脂微粒子や無機微粒子に含まれていてもよい。この
とき、本発明の水不溶性色材の色味を損なわないため、前記樹脂微粒子及び無機微粒子は
非着色成分であることが好ましい。前記樹脂微粒子及び無機微粒子の平均粒子径は６～２
００ｎｍであることが好ましく、インクジェット用記録液として用いる場合には良好な吐
出安定性を得る観点から６～１５０ｎｍであることがさらに好ましく、６～１００ｎｍで
あることが特に好ましい。
【００７９】
　〔動的光散乱法による平均粒径〕
　本発明において、水不溶性色材の分散状態は動的散乱法により評価することもでき、こ
れにより体積平均粒径を算出することができる。その原理は次のとおりである。粒径が約
１ｎｍ～５μｍの範囲にある粒子は、液中で並進・回転等のブラウン運動により、その位
置・方位を時々刻々と変えている。したがって、これらの粒子にレーザー光を照射し、出
てくる散乱光を検出すると、ブラウン運動に依存した散乱光強度の揺らぎが観測される。
この散乱光強度の時間の揺らぎを観測することで、粒子のブラウン運動の速度（拡散係数
）が得られ、さらには粒子の大きさを知ることができる。
【００８０】
　この原理を用いて、水不溶性色材の平均粒径（以下、体積平均粒子径を平均粒径と称す
る）の測定を行い、その測定値がＴＥＭ観察で得られた平均粒径に近い場合には、液中の
粒子が単分散していること（粒子同士が接合したり凝集したりしていないこと）を意味す
る。またその値が少し離れる場合、水不溶性色材の一次粒子は程度に応じた二次粒子状態
（凝集状態）を形成していると捉えることができる。
　すなわち、ＴＥＭによる一次粒子径観察と、動的光散乱法による二次粒子径測定により
、水不溶性色材がどの程度の分散状態を形成しているかを知ることが可能である。
【００８１】
　本発明によれば、分散媒中の水不溶性色材に対して行った動的光散乱法による算術平均
粒径が、ＴＥＭ観察による平均粒径に対して近い、もしくはそれほど違わないレベルの平
均粒径を示すことがわかった。すなわち、分散媒中で本発明の水不溶色材が高度の単分散
状態にとして分散されていることが確認された。分散媒中の動的光散乱法による算術平均
粒径は、６０ｎｍ以下であることが好ましく、５０ｎｍ以下であることがより好ましく、
４５ｎｍ以下であることが特に好ましい。このように平均粒径の好ましい範囲は前記した
ＴＥＭ観察のそれとは大きくは異ならない。本発明においては、特に断らない限り、単に
平均粒径というときＴＥＭにより測定した平均粒径をいう。
【００８２】
　なお、分散媒中において粒子が完全に単分散していても測定誤差等により、ＴＥＭ観察
の平均粒径と動的光散乱法による平均粒径とに違いが生ずる場合があることを併記してお
く。例えば測定時の溶液の濃度は測定装置の性能・散乱光検出方式に適していることが必
要であり、光の透過量が十分に確保される濃度で行わないと誤差が発生する。またナノオ
ーダーの粒子の測定の場合には得られる信号強度が微弱なため、ゴミや埃の影響が強く出
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て誤差の原因となるので、サンプルの前処理や測定環境の清浄度に気を付ける必要がある
。ナノオーダーの粒子測定には、散乱光強度を稼ぐためにレーザー光源は発信出力が１０
０ｍＷ以上のものが適する。
【００８３】
　本発明において分散体中に分散している水不溶性色材の粒径は、単分散であることが好
ましい。単分散であることにより、粒径が大きい粒子の光散乱等の影響が軽減できるほか
、例えば分散体を用いて印字、記録等で凝集体形成する際には形成する凝集体の充填形態
の制御等に有利である。分散体の分散性を評価する指標としては、例えば動的光散乱法で
得られる算術平均粒径において、粒子の粒径分布関数
　　ｄＧ＝ｆ（Ｄ）ｘｄＤ（Ｇは粒子数、Ｄは一次粒径を表す）
の積分式における、全粒子数の９０個数％を占める粒子の粒径（Ｄ９０）と１０固数％を
占める粒子の粒径（Ｄ１０）との差を用いることができる。本発明においては、前記Ｄ９
０とＤ１０の差が４５ｎｍ以下であることが好ましく、１～３０ｎｍであることがより好
ましく、１～２０ｎｍであることが特に好ましい。なおこの方法は、前述した透過型電子
顕微鏡により観察される粒子径を用いて作製する粒径分布曲線でも適用することができる
。
【００８４】
　また、もう１つの分散性を示す指標の例としては、動的散乱法により得られる体積平均
粒径（Ｍｖ）及び個数平均粒径（Ｍｎ）の比（Ｍｖ／Ｍｎ）を用いることもできる。本発
明の分散体は前記Ｍｖ／Ｍｎの値が１．５以下であることが好ましく、１．４以下である
ことがより好ましく、１．３以下であることがさらに好ましい。
【実施例】
【００８５】
　以下に実施例に基づき本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例により
限定されるものではない。なお、文中「部」及び「％」とあるのは特に示さない限り質量
基準とする。また、各分散体の動的散乱法による平均粒子径はイオン交換水で希釈した後
、堀場製作所のＬＢ－５００［商品名］動的光散乱測定器を用いて測定を行っている。こ
のとき、各分散体の体積平均粒径Ｍｖの他、個数平均粒径Ｍｎの測定も行う。さらに、透
過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）観察による平均粒径評価は、カーボン膜を貼り付けたＣｕ２０
０メッシュに希釈した分散体を滴下した後乾燥させ、ＴＥＭ（日本電子製１２００ＥＸ［
商品名］）で１０万倍に拡大した画像から、重なっていない独立した粒子３００個の長径
を測定して平均値を平均粒径として算出した（以下、ＴＥＭ観察により算出した平均粒径
をＴＥＭ平均粒径と記述する。）。
【００８６】
　（実施例１）
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２　１３．２質量部、特定の高分子分散剤（Ｄ－１）酸
価２００ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ＝１８０００）　６．６質量部、ジメチルスルホキシド　
１６０質量部、　テトラメチルアンモニウムヒドロキシド［ＴＭＡＨ］（Ａｌｆａ　Ａｅ
ｓａｒ社製　２５％メタノール溶液）〔共溶解用塩基〕３９質量部を混合し、６０℃に加
温後、２時間攪拌することで、前記顔料とスチレン／メタクリル酸共重合体とを共溶解し
、濃青紫色の顔料溶解液を得た。なお、以下の実施例及び比較例においては、いずれも、
共溶解用塩基としてＴＭＡＨを用いた。
【００８７】
　この顔料溶解液に超音波処理をした後、スターラーで攪拌している２０００質量部のイ
オン交換水（氷浴により水温１２℃）中に送液ポンプを用いて１００ｍｌ／分の条件で速
やかに注入したところ、赤みがかった顔料分散液（再沈液）１が得られた。この顔料分散
液中の顔料微粒子の動的光散乱法により求めた体積平均粒径は３７．４ｎｍ（ＴＥＭ平均
粒径：２５．３ｎｍ）であり、凝集状態の進行を抑え、微細な高濃度分散液を得ることが
できた。２週間保存後の粒径に変化は見られず、また沈降物も見られなかった。さらに、
これは速度論的に形成された緩い凝集状態であり、超音波ホモジナイザーもしくは一ヶ月
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の時間経時により、体積平均粒子径３１．２ｎｍまで微細化可能であった。
【００８８】
　次いでこの顔料分散液１を３Ｌフラスコに入れ、５０℃に加熱し３時間攪拌した。次に
室温まで冷却後、塩酸１１ｍｌを滴下してｐＨを３程度に調整し、顔料の分散体から顔料
粒子を凝集させた。その後、さらに酢酸エチル２００ｍｌを加え２時間攪拌した後、平均
孔径０．２μｍのメンブレンフィルターを用いて減圧濾過し、イオン交換水で２回水洗し
、真空乾燥（４５℃）を一日行うことで、脱塩及び脱溶剤されたＰＲ－１２２（キナクリ
ドン有機顔料）／分散剤（Ｄ－１）の凝集粉末体を得た。
【００８９】
　次に、この粉末体１質量部にテトラメチルアンモニウムヒドロキシド（１５質量％水溶
液）〔再分散用塩基〕０．５質量部を加え、顔料分１０％になるようイオン交換水〔再分
散用水性媒体〕を加えたのち、超音波処理による再分散処理を行い、顔料分散液（再分散
液）Ａを得た。この顔料分散液Ａ中の顔料微粒子の動的光散乱法による個数平均粒径は２
７．６ｎｍ（ＴＥＭ平均粒径：２５．４ｎｍ）であり、高濃度にもかかわらず微細な顔料
微粒子を含有する分散液が得られた。２週間保存後の粒径に変化は見られず、また沈降物
も見られなかった。
【００９０】
　（実施例２）
　実施例１で顔料をＣ．Ｉ．ピグメントレッド２５４に変え、顔料の使用質量部は、実施
例１におけるＣ．Ｉ．ピグメントレッド１２２と同モル量にした以外は同様にし、顔料分
散液（再沈液）２を調製し、さらに顔料分１０％の顔料分散液（再分散液）Ｂを得た。こ
の顔料分散液Ｂ中の顔料微粒子の動的光散乱法による個数平均粒径は３６．６ｎｍ（ＴＥ
Ｍ平均粒径：２９．２ｎｍ）であり、凝集状態の進行を抑え、微細な高濃度分散液を得る
ことが可能であった。２週間保存後の粒径に変化は見られず、また沈降物も見られなかっ
た。
【００９１】
　（実施例３）
　実施例１で顔料をＣ．Ｉ．ピグメントイエロー７４に変え、顔料の使用質量部は、実施
例１におけるＣ．Ｉ．ピグメントレッド１２２と同モル量にした以外は同様にし、顔料分
散液（再沈液）３を調製し、さらに顔料分１０％の顔料分散液（再分散液）Ｃを得た。こ
の顔料分散液Ｃ中の顔料微粒子の動的光散乱法による個数平均粒径は３８．５ｎｍ（ＴＥ
Ｍ平均粒径：２４．５ｎｍ）であり、２週間保存後の粒径に変化は見られず、また沈降物
も見られなかった。
【００９２】
（実施例４～２０）
　実施例１～３で用いた顔料分散液及び／又は添加する剤を下表１のように変えた以外同
様にして、顔料分散液Ｄ～Ｔを得た。顔料分散液試料Ａ～Ｔの再沈液の動的光散乱法によ
る個数平均粒径及びＴＥＭ平均粒径、再分散液の動的光散乱法による個数平均粒径を、表
１に示した。
【００９３】
　（比較例１）
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２　１３．２質量部、ポリビニルピロリドン（以下「Ｐ
ＶＰ」という。）、和光社製、Ｍｗ＝２５０００）　６．６質量部、ジメチルスルホキシ
ド　１６０質量部、　テトラメチルアンモニウムヒドロキシド（Ａｌｆａ　Ａｅｓａｒ社
製　２５％メタノール溶液）〔共溶解用塩基〕３９質量部を混合し、６０℃に加温後、２
時間攪拌することで、前記顔料とスチレン／メタクリル酸共重合体とを共溶解し、濃青紫
色の顔料溶解液を得た。
　この顔料溶解液に超音波処理をした後、スターラーで攪拌している２０００質量部のイ
オン交換水（氷浴により水温１２℃）中に送液ポンプを用いて１００ｍｌ／分の条件で速
やかに注入したところ、赤みがかった顔料分散液（再沈液）１ｃが得られた。この顔料分
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散液１ｃ中の顔料微粒子の動的光散乱法により求めた体積平均粒径は１８９．４ｎｍ（Ｔ
ＥＭ平均粒径：２９．５ｎｍ）であり、一次粒子は微細なものが形成されているが、二次
粒子は比較的大きく微粒子の凝集が進んだ分散体となっていた。また経時により激しく凝
集が進行し、３日後には多量の沈降物が観察された。
【００９４】
　次いでこの顔料分散液１ｃを３Ｌフラスコに入れ、５０℃に加熱し３時間攪拌した。次
に室温まで冷却後、塩酸１１ｍｌを滴下してｐＨを３程度に調整し、顔料の分散体から顔
料粒子を凝集させた。その後、さらにアセトン２００ｍｌを加え２時間攪拌した後、平均
孔径０．２μｍのメンブレンフィルターを用いて減圧濾過し、イオン交換水で２回水洗し
、真空乾燥（４５℃）を一日行うことで、脱塩及び脱溶剤されたＰＲ－１２２（キナクリ
ドン有機顔料）／ＰＶＰの凝集粉末体を得た。
【００９５】
　次に、この粉末体１質量部に下記Ｗ－１９〔再分散用界面活性剤〕０．５質量部を加え
、顔料分１０％になるようイオン交換水〔再分散用水性媒体〕を加えたのち、超音波処理
による再分散処理を行い、顔料分散液（再分散液）Ｕを得た。この顔料分散液中の顔料微
粒子の動的光散乱法による個数平均粒径は５６．６ｎｍ（ＴＥＭ平均粒径：２９．４ｎｍ
）であり、やや凝集状態の進んだ分散液が得られた。また２週間保存後の粒径は大きく増
大し、１０８．２ｎｍまで凝集が進行した。
・Ｗ－１９：下記の構造を有する化合物
【００９６】
【化９】

【００９７】
　（比較例２）
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２　１３．２質量部、スチレン／メタクリル酸共重合体
［分散剤Ａ］（酸価１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ＝１８０００）　６．６質量部、ジメチ
ルスルホキシド　１６０質量部、　テトラメチルアンモニウムヒドロキシド（Ａｌｆａ　
Ａｅｓａｒ社製　２５％メタノール溶液）〔共溶解用塩基〕３９質量部を混合し、６０℃
に加温後、２時間攪拌することで、前記顔料とスチレン／メタクリル酸共重合体とを共溶
解し、濃青紫色の顔料溶解液を得た。
　この顔料溶解液に超音波処理をした後、スターラーで攪拌している２０００質量部のイ
オン交換水（氷浴により水温１２℃）中に送液ポンプを用いて１００ｍｌ／分の条件で速
やかに注入したところ、赤みがかった顔料分散液（再沈液）２ｃが得られた。この顔料分
散液２ｃ中の顔料微粒子の動的光散乱法により求めた体積平均粒径は１４５．４ｎｍ（Ｔ
ＥＭ平均粒径：２８．５ｎｍ）であり、一次粒子は微細なものが形成されているが、二次
粒子は比較的大きく、比較的凝集状態の進んだ分散体となっていた。
【００９８】
　次いでこの顔料分散液２ｃを３Ｌフラスコに入れ、５０℃に加熱し３時間攪拌した。次
に室温まで冷却後、塩酸１１ｍｌを滴下してｐＨを３程度に調整し、顔料の分散体から顔
料粒子を凝集させた。その後、さらに酢酸エチル２００ｍｌを加え２時間攪拌した後、平
均孔径０．２μｍのメンブレンフィルターを用いて減圧濾過し、イオン交換水で２回水洗
し、真空乾燥（４５℃）を一日行うことで、脱塩及び脱溶剤されたＰＲ－１２２（キナク
リドン有機顔料）及びスチレン／メタクリル酸共重合体の凝集粉末体を得た。
【００９９】
　次に、この粉末体１質量部にテトラメチルアンモニウムヒドロキシド（１５質量％水溶
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液）〔再分散用塩基〕０．５質量部を加え、顔料分１０％になるようイオン交換水〔再分
散用水性媒体〕を加えたのち、超音波処理による再分散処理を行い、顔料分散液（再分散
液）Ｖを得た。この顔料分散液の動的光散乱法による個数平均粒径は４７．６ｎｍ（ＴＥ
Ｍ平均粒径：２７．１ｎｍ）であり、やや凝集状態の進んだ分散液が得られた。また２週
間保存後の粒径は大きく増大し、７９．１ｎｍまで凝集が進行した。
【０１００】
　（比較例３，４）
　比較例１，２において用いた顔料分散液及び／又は添加する剤を表１のように変えた以
外同様にして、顔料分散液Ｗ，Ｘを得た。
【０１０１】
　（実施例２１、比較例５）
　（インク組成物の調製）
　次に顔料分散液Ａ～Ｔ（実施例）をそれぞれ５０質量部用い、ジエチレングリコール７
．５質量部、グリセリン５質量部、トリメチロールプロパン５質量部、アセチレノールＥ
Ｈ（商品名、川研ファインケミカル社製）０．２質量部、及びイオン交換水３２．３質量
部と混合した後超音波処理し、インク組成物［１］～［２０］をそれぞれ得た。
【０１０２】
　作製後一日以内の顔料分散液Ｕ～Ｘ（比較例）をそれぞれ５０質量部、ジエチレングリ
コール７．５質量部、グリセリン５質量部、トリメチロールプロパン５質量部、アセチレ
ノールＥＨ０．２質量部、イオン交換水３２．３質量部を混合した後超音波処理し、イン
ク組成物［ｃ１］～［ｃ４］をそれぞれ得た。
【０１０３】
　〔保存安定性の評価〕
　得られたインク組成物［１］～［２０］、［ｃ１］～［ｃ４］について、まず作成当日
の動的光散乱平均粒子径を測定した。次に、該インク組成物を６０℃下加熱下、一週間強
制経時した後、再度動的光散乱による平均粒子径を測定した。このときの粒子径変動率（
（［初期の粒径］－［加熱経時後の粒径］）／［初期の粒径］）を表１に示す。この粒子
径変動率が低ければ、保存安定性の高いインク組成物といえる。
【０１０４】
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【表１】

【０１０５】
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　表中の略称等はそれぞれ下記を意味する。
・ＴＭＡＨ：テトラメチルアンモニウムヒドロキシド（ｃｌｏｇＰ：－４．５８６）
・分散剤Ａ：スチレン／メタクリル酸共重合体（酸価１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ＝１８
０００）
【０１０６】
　これら表１の結果が示すように、カチオン性基を持たない分散剤を用いたものでは（比
較例１～４）、分散安定性が低く、インクとしたに二次凝集を起こしやすく、保存安定性
が劣ることが分かる。
【０１０７】
　これに対し、特定のカチオン性基と酸基との両方を有する特定の高分子分散剤と相間移
動塩基又は無機塩基とを含有する本発明の顔料微粒子分散体（実施例１～２０）は、再沈
液／再分散液の両方において顔料微粒子が微細化された分散液を与えることが分かる。ま
た本発明によればインクとしたときの保存安定性も極めて高く、二次凝集をほとんど起こ
さないことが分かる。
　なかでも実施例１（高分子分散剤Ｄ－１）と実施例５（高分子分散剤Ｄ－５）との対比
により、カチオン性基を構成する第四級アンモニウム基の配位子が疎水的なものであると
き、インク中での保存安定性まで含めた分散安定性が一層高まることが分かる。これはイ
ンク化する際に疎水性溶媒が添加されることから、該疎水性部を持つことがインク液中で
の分散安定性の向上に寄与するものと考えられる。
　また、高分子分散剤Ｄ－２３（実施例１５）とＤ－３０（実施例１６）との比較によれ
ば、疎水化によるインク安定化効果はカチオン構造だけでなくアニオンを変えたときにも
見られ、より疎水的なアニオンへ塩交換することでも高い安定性を得ることが可能である
。
【０１０８】
　〔吐出性の評価〕
　上記作製したインク組成物のうち下表２に示したものをインクジェットプリンター（Ｐ
Ｘ－Ｇ９３０、商品名、エプソン（株）社製）のカートリッジに詰め、インクジェットペ
ーパー（写真用紙＜光沢＞、商品名、エプソン（株）社製）にベタ画像（反射濃度が１．
０）を全面に印字して、白スジの発生数を計測し、下記の基準に則り吐出性の評価を行っ
た。
【０１０９】
　３：印字面全体で全く未印字部である白スジが発生していない
　２：僅かに白スジの発生は認められるが、実用上許容範囲にある
　１：印字面全体に亘り白スジが多発し、実用上不可の品質である
　評価結果を表２に示す。
【０１１０】
　　［表２］
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　インク組成物　　　　　　　　吐出性
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　［１］　　　（実施例１）　　　３
　［２］　　　（実施例２）　　　３
　［５］　　　（実施例５）　　　３
　［１０］　　（実施例１０）　　３
　［１２］　　（実施例１２）　　３
　［ｃ１］　　（比較例１）　　　１
　［ｃ２］　　（比較例２）　　　２
　［ｃ４］　　（比較例４）　　　１
－－－－－－－－－－－－－－－－－－
【０１１１】
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　上記表４から分かるように、実施例の顔料分散液を用いて作製したインク組成物は吐出
性に優れることがわかる。
【０１１２】
　〔透明性の評価〕
　インク組成物のうち下表３に示したものを厚さ６０μｍのポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）シート上にバーコーターで塗工し、乾燥させた後、透明性を目視で評価した。
　２：良好
　１：不良
　〔顔料粒子径の評価〕
　ＴＥＭ平均粒子径を前述の方法に従って算出した。
【０１１３】
　各評価結果を表３に示す。
【０１１４】
　　［表３］
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　試料　　　　　　　　　　　　　ＴＥＭ平均粒径［ｎｍ］　　　　透明性
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　［１］　　　（実施例１）　　　　　　　　　２５．３　　　　　　　２
　［２］　　　（実施例２）　　　　　　　　　２９．２　　　　　　　２
　［５］　　　（実施例５）　　　　　　　　　２９．６　　　　　　　２
　［１０］　　（実施例１０）　　　　　　　　２５．３　　　　　　　２
　［１２］　　（実施例１２）　　　　　　　　２４．１　　　　　　　２
　［ｃ１］　　（比較例１）　　　　　　　　　２９．５　　　　　　　１
　［ｃ２］　　（比較例２）　　　　　　　　　２８．５　　　　　　　１
　［ｃ４］　　（比較例４）　　　　　　　　　２６．９　　　　　　　１
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
【０１１５】
　表３から分かるように本発明のインク組成物を用いた印画物は高濃度であっても透明性
に優れ、インク組成物として有用である。
【０１１６】
　上記の結果より、本発明の特定のカチオン性基と酸基とを有する高分子分散剤を使用し
た分散体は、そこに含まれる顔料微粒子を不用意に二次凝集させることなく微細なまま維
持することができる。そのため、インク化した際において吐出安定性が高く、高濃度領域
でも高い透明性を持つため、色再現性の高いインク組成物を得ることができる。
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